
様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

2

3

4

5

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

H28目標値 改善幅

沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア
連携開発拠点の形成）
（商工労働部情報産業振興課）

340社
237社
（23年度）

―

成果指標名

　平成29年１月１日現在の情報通信関連企業の立地数は累計で427社（うち平成28年度新規立地36社）と、前
年に比べ増加しており、平成28年度の目標値を達成している。

基準値

「施策」総括表

平成28年度

情報通信関連産業の立地促進3-(3)-ア

○沖縄が国際的な情報通信ハブとして成長していくためには、より一層の国内外の情報通信関連企業・
人材の立地・集積促進が重要である。情報通信産業振興地域制度は本県へのIT関連企業の立地促進に
一定の役割を果たしてきたが、更なる利活用促進に向けて行政間（国、県、市町村）の連携を図るととも
に、効果的なプロモーションを継続展開する必要がある。

11,476 大幅遅れ

活動概要

○情報通信関連企業の誘致・活性化

○情報通信産業振興地域制度及び情報
通信産業特別地区制度の利活用促進に
向け、県内の情報通信関連企業を対象と
した説明会を４回開催するとともに、企業
誘致セミナー等で制度のPRを行い県内外
の企業に周知を図ったところ、情報通信産
業振興地域制度では128件の制度利用が
あり、また、情報通信産業特別地区制度
では２件（累計）の事業認定が実現してい
る。（１、２）

○情報通信関連企業の誘致に係る情報
収集や情報提供、国内外におけるプロ
モーション（企業誘致セミナー）を行うととも
に、セミナー等において入手した企業情報
等を元に企業訪問や資料発送を行い、県
内IT産業の集積促進や活性化に取り組ん
だ。（３）

○豊見城市民体育館でIT関連産業の広
報イベントを開催したところ、計画値4,000
人に対して、5,000人超が参加した。また、
情報技術系学科を有する高校等の学生の
IT企業訪問や、IT技術者等による出前講
座等を合計で34回開催した。（４）

○ブリッジ人材育成事業として、平成28年
12月から平成29年２月までの期間で、県
内IT企業から４名の技術者のミャンマーへ
のOJT派遣を支援したものの、派遣数の
計画値10名に対して、実績値が４名となっ
ており、「大幅遅れ」とした。一方で、アジア
資本による県内企業の設立や、県内企業
とアジア企業とのライセンス契約の締結な
ど、連携・協業事例が生まれており、アジ
アビジネス集積拠点（ニアショア拠点）形
成に向けた素地が着実に芽生えつつあ
る。（５）

○情報関連産業制度の利活用促進

全国の現状

190社

情報通信産業特別地区制度
（商工労働部情報産業振興課）

施策展開

施策

対応する
主な課題

関係部等

ITアイランド推進事業
（商工労働部情報産業振興課）

427社
（28年度）

1

現状値

情報通信関連企業の立地
（進出）数

決算
見込額

推進状況

順調

順調56,229

― 順調

―

実施計画掲載頁①情報通信産業振興地域制度等を活用した立地・集積の促進

未来のIT人材創出促進事業（IT広報イ
ベント等）
（商工労働部情報産業振興課）

199頁

主な取組

35,000 順調

商工労働部

情報通信産業振興地域制度
（商工労働部情報産業振興課）
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様式２（施策）

状
況
説
明

（2）参考データ

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

○情報関連産業制度の利活用促進
・説明会の開催や企業誘致セミナーへの参加、情報通信関連企業への戸別訪問の実施により、制度の周知強化を図
り、制度利用者の意見を踏まえたホームページの作成を行い、制度の利活用促進に繋げる。また、情報通信産業振興
地域制度及び情報通信産業特別地区制度の充実化を図るため、企業ヒアリングを実施するとともに、税理士会や市町
村等との意見交換を行い、制度の拡充や要件緩和に向けた検討を行う。

○情報通信関連企業の誘致・活性化
・ITアイランド推進事業については、企業の高度化や雇用の質の向上を図るため、県内市町村と連携して、市町村が行
うスタートアップ支援や人材育成などの取組を活用し、より効果的なプロモーションを実施する。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）については、教育委員会を活用し、学校等教育機関に直接出向いて
イベントをPRするなど、積極的な広報を行うとともに、一般県民も興味を抱くようなパンフレットを作成し、当事業内のイ
ベントで広く配布する等、県内IT業界のイメージアップを図る。また、イベント告知・運営に長けた事業者を実施主体に
含め、より内容を充実させた広報イベントを開催する。
・沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠点の形成、アジアビジネス集積拠点整備）については、アジア有数
の国際情報通信拠点の形成に向け、アジア企業の受入れや県内企業との協業ビジネス等を支援するとともに、アジア
ビジネス集積拠点施設（アジアITビジネスセンター（仮称））の整備に向けた取組を進めていく。また、既存事業（アジア
IT人材交流促進事業）と連携することにより、アジア展開を目指す県内企業に対して、ネットワーク作りからビジネス展
開まで幅広く支援する体制を整えるとともに、ブリッジ人材の育成を支援する。

参考データ名 傾向 全国の現状

○情報関連産業制度の利活用促進
・情報通信産業振興地域制度に係る投資税額控除などの税制優遇措置を受けるためには、対象地域において、100万
円を超える機械・装置、器具・備品または1,000万円を超える情報通信業務用設備を新・増設する等の要件を満たす必
要があり、国内外の景気状況等が制度の活用に影響を及ぼすため、動向を注視しつつ、制度の周知を図る必要があ
る。

○情報通信関連企業の誘致・活性化
・ITアイランド推進事業については、平成28年平均の有効求人倍率が0.97倍となり、IT技術者は２倍を超えるなど、高い
傾向にあり（情報処理・通信技術者2.29倍）、企業の誘致・活性化において、人材の確保が課題となっている。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）に関連した課題として、情報通信関連企業は順調に県内に立地し雇
用を創出しているが、立地企業からは求人に対して応募者が集まらないことや就職してもすぐに離職するなど、雇用の
ミスマッチに関する相談が数多く寄せられている。このような状況が継続すれば立地企業の撤退へと繋がることが懸念
されるため、人材確保の取組を強化する必要がある。
・沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠点の形成、アジアビジネス集積拠点整備）については、国内企業か
らアジアIT企業へのオフショア開発等の件数は年々増加しているものの、コミュニケーションの問題や、海外の人件費
高騰、円安等によるコスト増などの課題を抱えている状況にある。また、カントリーリスクに対する懸念などから、国内企
業がニアショア開発へと回帰する中で、アジア企業からも、日本企業からの受注拡大に向け本県への立地に関する具
体的な案件が増加しており、ニアショア開発拠点として沖縄の注目が高まっている。このようなニアショア開発のニーズ
が高まりつつある一方で、外国言語能力と開発プロジェクト管理能力の双方を兼ね備える人材や、国内外から企業を
呼び込むビジネス環境が求められている。

――

6,287人

― ― ―

28,045人
（28年度）

基準値

立地（進出）企業による新
規創出雇用者数（累計）

21,758人
（23年度）

○情報関連産業制度の利活用促進
・情報通信産業振興地域制度及び情報通信産業特別地区制度の租税特別措置が平成31年３月31日までの期限と
なっていることから、措置の延長や制度の拡充等について検討を行う必要がある。

○情報通信関連企業の誘致・活性化
・ITアイランド推進事業については、これまで県も県内市町村と連携しプロモーション活動などを行ってきたが、市町村
においてもインキュベーション施設などを活用したスタートアップ支援や人材育成などの取組を行っており、それらの県
内資源をより効果的に活用し、誘致および活性化に取り組む必要がある。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）については、IT広報イベントの規模や内容が年々充実してきており、
これまでの事業実施主体だけではこれ以上の拡大を図ることが難しい状況となっている。

沖縄県の現状

―

32,000人

　平成29年1月1日現在の立地企業による雇用者数は28,045人で、前年比プラス1,418人と着実に増加している
が、雇用吸収型であるコールセンター業の立地が横ばいで推移していることなどから、平成28年度の目標達成
には至っていない。
　ただし、プログラミング等、技術を要するソフトウェア開発やコンテンツ制作など高付加価値型業種の集積が
進んでおり、より高度な技術を有する技術者が集積されてきたことは一定の評価ができる。

2

成果指標名 現状値

―

改善幅 全国の現状H28目標値
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

2

3

4

5

「施策」総括表

平成28年度

施策展開

施策

県内立地企業の高度化・活性化3-(3)-イ

○ブリッジ人材育成事業として、平成28年
12月から平成29年２月までの期間で、県
内IT企業から４名の技術者のミャンマーへ
のOJT派遣を支援したものの、派遣数の
計画値10名に対して、実績値が４名となっ
ており、「大幅遅れ」とした。一方で、アジア
資本による県内企業の設立や、県内企業
とアジア企業とのライセンス契約の締結な
ど、連携・協業事例が生まれており、アジ
アビジネス集積拠点（ニアショア拠点）形
成に向けた素地が着実に芽生えつつあ
る。（４）

○生活機器のセキュリティ対策技術を基
にした産業の集積に必要なセキュリティ対
策技術の研究開発や、セキュリティ検証に
関する検証手法の策定・検証ツールの開
発に対して支援を行った。（５）

生活機器セキュリティ基盤形成促進事
業
（商工労働部情報産業振興課）

378,953 順調

大幅遅れ

○情報通信関連産業の生産額を増大させるためには、従来の下請け中心の受注型ビジネスモデルから、
高付加価値の情報通信技術・サービスを提供する提案型ビジネスモデルへの転換が重要であり、そのた
めの人材の確保・育成、研究開発等の取組を促進する必要がある。

11,476

未来のIT人材創出促進事業（IT広報イ
ベント等）
（商工労働部情報産業振興課）

決算
見込額

○県内IT企業の高度化・多様化支援

順調

順調

○県内IT企業プロモーション支援

35,000

推進状況

UIターン技術者確保支援
（商工労働部情報産業振興課）

順調

沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア
連携開発拠点の形成）
（商工労働部情報産業振興課）

活動概要

62,329

実施計画掲載頁①県内IT企業の高度化・活性化の促進

ITアイランド推進事業
（商工労働部情報産業振興課）

200頁

主な取組

対応する
主な課題

商工労働部

56,229

関係部等

○情報通信関連企業の誘致に係る情報
収集や情報提供、国内外におけるプロ
モーション（企業誘致セミナー）を行うととも
に、セミナー等において入手した企業情報
等を元に企業訪問や資料発送を行い、県
内IT産業の集積促進や活性化に取り組ん
だ。（１）

○豊見城市民体育館でIT関連産業の広
報イベントを開催したところ、計画値4,000
人に対して、5,000人超が参加した。また、
情報技術系学科を有する高校等の学生の
IT企業訪問や、IT技術者等による出前講
座等を合計で34回開催した。（２）

○県内企業が行うUIターン人材の採用活
動支援のため、専用サイトの運営等による
情報発信、求人求職情報の収集、就職イ
ベントの開催等を行った結果、UIターン求
職登録者数は計画値の200名に対し、実
績値が386名となった。また、首都圏を中
心に県主催の転職イベントを５回開催して
おり、延べ202名の求職者が参加し、この
うち、26名が採用内定を受けている。（３）
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様式２（施策）

6

7

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

状
況
説
明

（2）参考データ

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

H28目標値 改善幅

参考データ名 傾向 全国の現状

―

○国内外の参考事例をもとに、有識者か
らなる検討委員会を開催し、沖縄ＩＴ産業
戦略センター（仮称）に必要な機能、役割、
組織体制などを取り纏めた。また、これま
での検討等を踏まえて基本方針を策定
し、公表するとともに、ＩＴ戦略センター準備
室の立ち上げを行った。(６)

○県内情報通信関連企業のアジア展開の
ための開発やプロモーション活動を支援す
る取組について、計画値２件に対し実績値
２件であり、ベトナムやミャンマーへ展開す
る新たなシステムが開発された。(７)

沖縄県IT産業戦略センター
（仮称）設立推進事業
（商工労働部情報産業振興課）

↗

改善幅

順調

1,150万円
ソフトウェア業の１人当たり
年間売上高

―

35,796

全国の現状

360万円

現状値

―
海外展開県内ＩＴ関連企業
数（累計）

現状値

６社
（23年度）

基準値

　平成27年度の「ソフトウェア業の１人当たりの年間売上高」は1,213万円となっており、平成28年度の目標値を
前倒しで達成している。引き続き、立地企業と県内企業の連携促進を図りながら、県内IT産業の国内外におけ
るプロモーション支援等を通じ、県内IT企業の高度化・多様化を図る。

基準値 H28目標値

成果指標名

　海外展開県内ＩＴ関連企業数は、平成28年の目標値16社に対し、現状値は24社と順調に増えており、目標を
達成している。海外展開を目指す各企業にとっては、現地の国の制度、商慣習の違いが大きなハードルとなる
ため、各企業が海外展開を検討するために必要な情報を的確に提供していくことが重要である。

○県内ＩＴ企業プロモーション支援
・ITアイランド推進事業については、これまで県も県内市町村と連携しプロモーション活動などを行ってきたが、市町村
においてもインキュベーション施設などを活用したスタートアップ支援や人材育成などの取組を行っており、それらの県
内資源をより効果的に活用し、誘致および活性化に取り組む必要がある。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）については、IT広報イベントの規模や内容が年々充実してきており、
これまでの事業実施主体だけではこれ以上の拡大を図ることが難しい状況となっている。
・UIターン技術者確保支援については、県内情報系学術機関を卒業する優秀な学生ほど、県外の企業に就職する傾向
がある。また、Ｕターン者ほど、高い意識を持って沖縄で働きたいという傾向にあることから県内外に継続的な情報を発
信する必要がある。

○県内ＩＴ企業の高度化・多様化支援
・沖縄県IT産業戦略センター（仮称）設立推進事業については、平成29年４月から、庁内に「IT戦略センター準備室」が
設置されている。また、センターの組織体制や事業計画等の具体化を進めていく中においては、情報通信関連産業以
外の各産業分野との連携を図ることが必要である。
・沖縄アジアITビジネス創出促進事業については、沖縄とアジアを結ぶ国際海底光ケーブルの敷設により、新たなサー
ビスを創出する環境整備が進んでいる。

沖縄県の現状

情報通信関連企業の立地（進
出）数

140,923 順調

387社
（27年度）

427社
（28年度）

346社
（26年度）

1

2

成果指標名

16社

853万円
（22年度）

1,213万円
（27年度）

24社
（28年度）

18社

全国の現状

沖縄アジアITビジネス創出促進事業
（商工労働部情報産業振興課）
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様式２（施策）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

○県内ＩＴ企業プロモーション支援
・ITアイランド推進事業については、企業の高度化や雇用の質の向上を図るため、県内市町村と連携して、市町村が行
うスタートアップ支援や人材育成などの取組を活用し、より支援メニューの検討や効果的なプロモーションを実施する。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）については、教育委員会を活用し、学校等教育機関に直接出向いて
イベントをPRするなど、積極的な広報を行うとともに、一般県民も興味を抱くようなパンフレットを作成し、当事業内のイ
ベントで広く配布する等、県内IT業界のイメージアップを図る。また、イベント告知・運営に長けた事業者を実施主体に
含め、より内容を充実させた広報イベントを開催する。
・UIターン技術者確保支援については、県内教育機関の教職員を訪問し、当該事業のＰＲを行うことで、より多くのＵ
ターン者の獲得を目指す。また、本土の企業へ就職予定の学生に対する説明会を開催し、Ｕターン予備者のデータ
ベースを作成するとともに、定期的な情報発信を行い、スキルの高い人材の獲得につながるよう、職種や労働条件に
重点を置いた求人の開拓を行う。

○県内ＩＴ企業の高度化・多様化支援
・沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠点の形成、アジアビジネス集積拠点整備）については、アジア有数
の国際情報通信拠点の形成に向け、アジア企業の受入れや県内企業との協業ビジネス等を支援するとともに、アジア
ビジネス集積拠点施設（アジアITビジネスセンター（仮称））の整備に向けた取組を進めていく。また、既存事業（アジア
IT人材交流促進事業）と連携することにより、アジア展開を目指す県内企業に対して、ネットワーク作りからビジネス展
開まで幅広く支援する体制を整えるとともに、ブリッジ人材の育成を支援する。
・沖縄県IT産業戦略センター（仮称）設立推進事業については、庁内の関係部署に対してセンター設立に関する取組の
周知を図り、協力を求める等、部局を超えた連携体制を構築する。また、民間企業や関連団体等との間で意見交換や
情報共有を図るなどして業界のニーズを取り込みながら、官民一体となったセンターの組織体制や事業計画等の構築
を進めていく。
・沖縄アジアITビジネス創出促進については、本事業における開発への支援後、引き続き成果報告会や商談会を開催
するとともに、本事業終了後の成果の活用状況について、フォローアップ調査等を行っていく。

○県内ＩＴ企業プロモーション支援
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）に関連した課題として、情報通信関連企業は順調に県内に立地し雇
用を創出しているが、立地企業からは求人に対して応募者が集まらないことや就職してもすぐに離職するなど、雇用の
ミスマッチに関する相談が数多く寄せられている。このような状況が継続すれば立地企業の撤退へと繋がることが懸念
されるため、人材確保の取組を強化する必要がある。
・UIターン技術者確保支援については、全国的にＩＴ技術者が不足していることに加え、他の都道府県でも移住促進やUI
ターンに関する取組が増えてきており、IT技術者の取り合いとなっている。

○県内ＩＴ企業の高度化・多様化支援
・ITアイランド推進事業については、平成28年平均の有効求人倍率が0.97倍となり、IT技術者は２倍を超えるなど、高い
傾向にあり（情報処理・通信技術者2.29倍）、企業の誘致・活性化において、人材の確保が課題となっている。
・沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠点の形成、アジアビジネス集積拠点整備）については、国内企業か
らアジアIT企業へのオフショア開発等の件数は年々増加しているものの、コミュニケーションの問題や、海外の人件費
高騰、円安等によるコスト増などの課題を抱えている状況にある。また、カントリーリスクに対する懸念などから、国内企
業がニアショア開発へと回帰する中で、アジア企業からも、日本企業からの受注拡大に向け本県への立地に関する具
体的な案件が増加しており、ニアショア開発拠点として沖縄の注目が高まっている。このようなニアショア開発のニーズ
が高まりつつある一方で、外国言語能力と開発プロジェクト管理能力の双方を兼ね備える人材や、国内外から企業を
呼び込むビジネス環境が求められている。
・沖縄県IT産業戦略センター（仮称）設立推進事業については、AIやIoT等の先進的な情報技術の活用による産業構造
の変革（第４次産業革命）がグローバル規模で進展しており、日本とアジアの架け橋を目指す沖縄を取り巻く環境は激
変の中にある。このような状況の中、県内企業や業界団体等からも、本県産業全体の中長期的な成長戦略を構築し、
それを実行する司令塔となる機関の設立が求められている。
・沖縄アジアITビジネス創出促進事業については、ＩＴ関連団体や県内企業等においては、県内情報通信関連企業のア
ジア地域をはじめとする海外へ展開する新たなサービスの創出に対する期待が高まっている。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

2

3

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

状
況
説
明

実施計画掲載頁②他産業との連携強化及び国際研究開発・技術者交流の促進

ITアイランド推進事業
（商工労働部情報産業振興課）

202頁

主な取組
決算
見込額

推進状況

やや遅れ

○他産業連携型支援事業の展開

1

現状値

ソフトウェア業の１人あたり
年間売上高

1,213万円
（27年度）

　平成27年度の「ソフトウェア業の１人当たりの年間売上高」は1,213万円となっており、平成28年度の目標値を
前倒しで達成している。引き続き、立地企業と県内企業の連携促進を図りながら、県内IT産業の国内外におけ
るプロモーション支援等を通じ、県内IT企業の高度化・多様化を図る。

140,923 順調

成果指標名

―

全国の現状

全国の現状

360万円

○情報通信関連産業と他産業との連携強
化を支援する計画値５件に対して、５件の
実績であり、情報通信関連産業と他産業
が連携・協業する新たなサービスが開発さ
れたことから、「順調」とする。（１）

商工労働部

成果指標名 基準値 現状値 H28目標値 改善幅

56,229 順調

1,150万円
853万円
（22年度）

施策展開

施策

対応する
主な課題

関係部等

国際IT研究拠点形成促進
（商工労働部情報産業振興課）

活動概要

○国際連携型研究の促進

○次世代型ネットワークとクラウド技術を
融合する最先端国際研究開発機関が行う
研究開発等の活動へ支援した。研究参加
団体数は計画値105件に対し、実績値が
41件であったものの、国内大手電機メーカ
等が新たに６件参画し、県内で国際会議
を開催したほか、海外で現地政府系研究
団体と成果発表会を開催するなど、国際
IT研究拠点の形成につながる取組が行わ
れたことから、「やや遅れ」とする。（２）

○国内外の企業を対象とするIT関連国際
会議等のイベントを４回開催した。また、国
外でのプロモーションや県内IT企業とのビ
ジネスマッチングを通した県内投資環境の
PRを行い、県内ＩＴ産業の集積促進や活性
化に取り組んだ。（３）

他産業連携型の新たなビジネスモデ
ルの構築支援
（商工労働部情報産業振興課）

52,523

基準値 H28目標値 改善幅

「施策」総括表

平成28年度

県内立地企業の高度化・活性化3-(3)-イ

○情報通信技術が他産業の効率化・合理化に寄与することで、本県の経済自立化に重要な役割を担うこ
とができる。このため、県内の情報通信関連産業が観光・医療・教育・農商工等の他産業との連携を強化
し、新たなサービス創出を促進する必要がある。

○本県が国際情報通信ハブとなるためには、国内外の企業、ビジネス、技術者等の集積や交流が活発と
なることが重要である。これを実現するため、国際会議等の誘致や国際的・先端的な研究開発を促進し、
ビジネス環境の充実化を積極的に図る必要がある。

―

他産業連携型の新規ビジ
ネス件数（累計）

2

19件
（28年度）

25件 19件 ―

　近年の他産業連携型の新規ビジネス数は増加傾向にあるものの、平成28年度の目標値達成に至っていな
い。県外企業の県内立地は順調に推移しており、引き続き、立地企業と県内企業の連携促進を図りながら、県
内ＩＴ産業と他産業の連携を促進する。

- 354 -



様式２（施策）

状
況
説
明

（2）参考データ

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

　海外展開県内ＩＴ関連企業数は、平成28年の目標値16社に対し、現状値は24社と順調に増えており、目標を
達成している。海外展開を目指す各企業にとっては、現地の国の制度、商慣習の違いが大きなハードルとなる
ため、各企業が海外展開を検討するために必要な情報を的確に提供していくことが重要である。

改善幅H28目標値

3

基準値

18社

全国の現状現状値

―
海外展開県内ＩＴ関連企業
数（累計）

６社
（23年度）

成果指標名

16社

情報通信関連企業の立地（進
出）数

387社
（27年度）

427社
（28年度）

24社
（28年度）

参考データ名 傾向 全国の現状

○他産業連携型支援事業の展開
・他産業連携型の新たなビジネスモデルの構築支援に関して、各産業の高度化には、クラウド技術をはじめ、IoT、AI、
ビッグデータ・オープンデータの解析技術等の利活用は必要不可欠となっている。

○国際連携型研究の促進
・国際ＩＴ研究拠点形成促進について、クラウド技術や最先端のネットワーク技術を個別に研究している団体はあるが、
両者の技術を融合した研究を行う団体は県の支援する研究機関の他になく、当該研究技術に基づく新たなビジネスモ
デルを創出することにより、県内情報通信産業の高度化・多様化が期待できる。
・ＩＴアイランド推進事業については、本県の認知度向上のため、海外企業への誘致活動を展開することで海外企業の
集積や関係国との人的ネットワークを強化するなど、国際会議の開催に向けた取組が必要である。

―
346社
（26年度）

↗

○他産業連携型支援事業の展開
・他産業連携型の新たなビジネスモデルの構築支援については、補助事業者選定の評価項目に、関係する他産業との
コンソーシアムの状況等を加え、開発するサービス・システムの円滑な展開が期待できる計画を選定する。

○国際連携型研究の促進
・国際ＩＴ研究拠点形成促進については、国内外の企業や人材育成機関等に最先端技術をＰＲし、国際ＩＴ研究開発機関
への更なる参画を促すため、同機関の海外カンファレンスへの参加促進や、国際会議の県内開催を支援する。また、
県内の技術者の高度化を図るため、先端ネットワーク技術に対する技術者育成プログラムに支援する。
・ITアイランド推進事業については、県内企業と海外企業の連携を促進するため、連携が見込める国や地域の関係団
体や企業等とネットワークを構築するとともに、有力な企業や団体に対する個別訪問や、各種イベント等について積極
的な情報発信を行い、国際会議の開催につなげる。また、海外より本県に立地した企業に対する訪問を積極的に行
い、情報交換等を行っていく。

沖縄県の現状

○他産業連携型支援事業の展開
・他産業連携型の新たなビジネスモデルの構築支援については、データセンターの建設やクラウドネットワークの整備、
新たな国際通信回線網の整備により、新たなサービスを創出する環境整備が進んでいる。

○国際連携型研究の促進
・国際ＩＴ研究拠点形成促進については、本取組を通して県内に設置された国際ＩＴ研究開発機関の認知度が高まりつつ
あることから、最先端の研究団体・海外の大学等が当該研究機関への参画を検討する動きが多く見られる。
・ITアイランド推進事業に関して、本県の取組として、平成25年度より他事業と連携し先進的な研究開発と国際会議の
開催を支援しており、今後も引き続き国際会議の開催等を支援する。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

2

3

4

5

35,000

35,000

62,329

順調

順調

順調

実施計画掲載頁①即戦力となるIT人材の育成 203頁

主な取組

未来のIT人材創出促進事業（ITジュニ
ア育成事業）
（商工労働部情報産業振興課）

未来のIT人材創出促進事業（IT広報イ
ベント等）
（商工労働部情報産業振興課）

UIターン技術者確保支援
（商工労働部情報産業振興課）

順調

商工労働部

決算
見込額

推進状況

順調

○県内ITエンジニアの知識や技術力の高
度化・強化を図る講座を年間181回開講し
たところ、高度IT講座受講者数は計画値
の600名を上回る1,056名となっている。当
該講座を通して受講者のプロジェクトマネ
ジメントやマーケティング等の知識や技術
の高度化、強化が図られている。（１）

○高度IT人材育成

対応する
主な課題

関係部等

IT産業就職支援プログラム
（商工労働部情報産業振興課）

活動概要

○幅広いIT人材育成

高度情報通信産業人材育成
（商工労働部情報産業振興課）

―

135,251

平成28年度

○ＩＴ関連資格取得の状況についてＩＴ関連
団体や教育機関等との情報交換を行うと
ともに、資格取得者の就職に繋がるよう、
より効果的な支援のあり方について検討
を行った。IT資格取得者数については、計
画値の800名を上回る804名となっており、
これまでに実施した支援事業や各種の雇
用基金等を活用したマッチングや人材確
保の取組を通じて、IT産業に対するイメー
ジ向上や雇用促進が浸透しつつある。（２）

○将来のＩＴ業界を担う人材（小中学生）の
ＩＴ関連産業への関心を高めるため、企業
や学校と連携し、ロボット教室など児童向
けのワークショップ等を28回（参加者数790
人）開催した。（３）

○豊見城市民体育館でIT関連産業の広
報イベントを開催したところ、計画値4,000
人に対して、5,000名超が参加した。また、
情報技術系学科を有する高校等の学生の
IT企業訪問や、IT技術者等による出前講
座等を合計で34回開催した。（４）

○県内企業が行うUIターン人材の採用活
動支援のため、専用サイトの運営等による
情報発信、求人求職情報の収集、就職イ
ベントの開催等を行った結果、UIターン求
職登録者数は計画値の200名に対し、実
績値が386名となった。また、首都圏を中
心に県主催の転職イベントを５回開催して
おり、延べ202名の求職者が参加し、この
うち、26名が採用内定を受けている。（５）

多様な情報系人材の育成・確保3-(3)-ウ

○人材育成については、従来から実施している高度技術系IT人材の育成に加え、ビジネスの枠組みにつ
いてのコーディネートをより円滑かつ効果的に進めるための経営人材やプロデュース人材の育成が課題
となっている。

○教育機関との連携強化を通じて、ITリテラシーの向上から、エントリーレベルの人材育成、IT関連資格
の取得促進等を通じた幅広い取組を行うことにより、IT関連産業を支える県内人材ストックの充実化を図
る必要がある。また、これらを実現可能とするためには県民のIT関連産業に対する理解促進及び就業マッ
チング促進の働きかけも喫緊の課題となっている。

施策展開

施策

「施策」総括表
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様式２（施策）

6

7

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

状
況
説
明

状
況
説
明

（2）参考データ

40,124 順調

↗
120,119人
（28年度）

立地（進出）企業による新規創
出雇用者数（累計）

25,912人
（26年度）

26,627人
（27年度）

28,045人
（28年度）

↗ ―

427社
（28年度）

387社
（27年度）

情報通信関連企業の立地（進
出）数

IT関連国家資格取得者数
2,457人

（26年度）
3,064人

（27年度）
3,868人

（28年度）

2

成果指標名 基準値 現状値 H28目標値

IT関連国家資格取得者数
（累計）

791人
（23年度）

3,868人
（28年度）

4,000人

　IT関連国家資格のひとつである情報処理技術者試験とITパスポート試験については、資格取得者（合格者）
の合計が各年度とも計画値を下回っている状況が続いているものの、平成28年度の資格取得者数が昨年度
を上回る804人になるなど、高度IT講座等の人材育成の取組が一定の成果を見せており、今後も資格取得者
数の増加に向けた取組を加速させていく必要がある。

ソフトウェア検証産業育成事業
（商工労働部情報産業振興課）

改善幅 全国の現状

15,829人
（28年度）

　平成29年１月１日現在の情報通信関連企業の新規雇用者数は累計で15,829人となっており、前年に比べ
2,569人増加と順調に推移しており、平成28年度の目標を達成している。

沖縄デジタルコンテンツ産業人材基盤
構築事業
（商工労働部情報産業振興課）

19,972 順調

改善幅 全国の現状

3,077人
120,119人
（28年度）

○映像、ゲーム等のデジタルコンテンツ分
野で必要とされるプランナーやデザイナー
等の人材15名を業界団体やその会員企
業等において雇用・育成するとともに、本
県への開発企業の集積を支援した。本取
組の結果、プランナーやデザイナー等とし
て13名が継続雇用されるとともに、デジタ
ルコンテンツ関連企業が県内に新たに３
社立地した。（６）

○IoＴ機器の検証産業を活性化するため、
検証技術者を確保・育成する事業者の取
組を支援した。本取組の結果、15名の新
規雇用、人材育成が行われ、検証技術者
15名が継続雇用された。（７）

1

現状値

情報通信関連産業での新
規雇用者数（累計）

3

成果指標名

25,000人

11,500人

基準値 H28目標値

　専門学校等の情報系人材輩出数（定数）は順調に推移しており、平成28年度の目標を前倒しで達成してい
る。

沖縄県の現状

全国の現状

13,629人

↗

現状値

―
大学・専門学校・高専等の
情報系人材定員数(累計）

約4,900人
（23年度）

基準値

―

33,830人
（28年度）

2,200人/年
（23年度）

28,930人

成果指標名 H28目標値 改善幅

参考データ名 傾向 全国の現状

―
346社

（26年度）
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様式２（施策）

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

○高度IT人材育成
・高度情報通信産業人材育成については、県内の高度ＩＴ人材がどの程度増えたかを表す指標がないため、「人材育成
の見える化」が課題となっている。

○幅広いIT人材育成
・ＩＴ産業就職支援プログラムについて、県内IT企業の開発業務の質・量を向上させていくためには、技術者のスキル向
上が重要となることから、県内IT人材のスキルセット（蓄積されている技術力）の現状把握が必要である。また、求めら
れる技術力に対する現状分析の参考とするため、IT技術に関する資格の取得状況についても把握する必要がある。
・未来のＩＴ人材創出促進事業（ＩＴジュニア育成事業）について、ワークショップは小中学生が対象となっているため、イ
ベント参加には保護者や教育関係者の同行が必要であり、教育関係部署との連携が重要である。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）について、IT広報イベントの規模や内容が年々充実してきており、こ
れまでの事業実施主体だけではこれ以上の拡大を図ることが難しい状況となっている。
・UIターン技術者確保支援については、県内情報系学術機関を卒業する優秀な学生ほど、県外の企業に就職する傾向
がある。また、Ｕターン者ほど、高い意識を持って沖縄で働きたいという傾向にあることから県内外に継続的な情報を発
信する必要がある。
・デジタルコンテンツ産業人材基盤構築事業について、 デジタルコンテンツ人材は、WEBデザイナー、イラストレイター、
プランナー、ゲームプログラマー等、幅広い職種、業種が存在し、県内にはデジタルコンテンツ系企業・団体が多数あ
る。
・ソフトウェア検証産業育成事業について、IoT機器の検証産業においては受注量が増加しているものの、同産業の認
知度が低いことから業務の従事者を十分には確保できず、ビジネス拡大に向けて機会損失が生じている状況にある。

○高度IT人材育成
・高度情報通信産業人材育成事業については、平成27年度から開講した資格取得対策講座等により、県内ＩＴ人材の
スキルアップを図るとともに、県内ＩＴ関連企業における資格保有状況等を調査・分析し、本事業を含めた今後の展開に
役立てる。

○幅広いIT人材育成
・ＩＴ産業就職支援プログラムについては、産学官の定期的な情報交換の場において、国家資格取得者を増加させる取
組について、引き続き意見交換を行う。また、他事業で開講している資格取得講座を活用して県内ＩＴエンジニア等のさ
らなるスキルアップを図るとともに、県内ＩＴ企業の資格保有者の調査を実施し、今後の比較資料として活用する。
・未来のＩＴ人材創出促進事業（ＩＴジュニア育成事業）については、講座等の参加率の向上や情報教育の拡充を図るた
め、引き続き、教育庁等の教育関係部署と連携し、受講者が興味や関心の持てる講座の内容や提供方法の検討等を
行い、情報通信関連教育の更なる充実化を図る。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）については、教育委員会と連携し、学校等教育機関に直接出向いて
イベントをPRするなど、積極的な広報を行うとともに、一般県民も興味を抱くようなパンフレットを作成し、当事業内のイ
ベントで広く配布する等、県内IT業界のイメージアップを図る。また、イベント告知・運営に長けた事業者を実施主体に
含め、より内容を充実させた広報イベントを開催する。
・UIターン技術者確保支援については、県内教育機関の教職員を訪問し、当該事業のＰＲを行うことで、より多くのＵ
ターン者の獲得を目指す。また、本土の企業へ就職予定の学生に対する説明会を開催し、Ｕターン予備者のデータ
ベースを作成するとともに、定期的な情報発信を行い、スキルの高い人材の獲得につながるよう、職種や労働条件に
重点を置いた求人の開拓を行う。
・デジタルコンテンツ産業人材基盤構築事業については、事業者とデジタルコンテンツ系企業・団体との連携を促進し、
それぞれの専門性や強みを生かして企業誘致イベントや人材育成活動の質を高めるとともに、他事業と連携し、専門
的な知識を持っていない人材に対してもデジタルコンテンツ業界への関心や意欲を高める取組を実施する。
・ソフトウェア検証産業育成事業については、IoT機器の検証産業への理解を高める採用活動を行うとともに、同産業へ
の定着率を高めるための取組を検討するなど、同産業の従事者数を増加させる取組を支援する。

○高度IT人材育成
・高度情報通信産業人材育成については、県内IT関連企業の業務受注件数が増加しており、企業が人材育成（講座受
講）よりも業務の受注を優先していることから、受講者が集まりにくい状況が続いている。

○幅広いIT人材育成
・IT産業就職支援プログラムについて、企業からはプロジェクトマネージャーといったIT技術レベルの高い人材が求めら
れている。
・未来のＩＴ人材創出促進事業（ＩＴジュニア育成事業）については、島しょ地域における地理的不利を克服する手段とし
て、ICTによる課題解決が注目を集めており、離島でITを利活用できる人材のニーズが高まっている。また、社会インフ
ラにおけるITの活用が進み、将来的なIT人材不足が予測される中で、次期学習指導要領の改定案で新たにプログラミ
ング教育が必修化されるなど、情報教育の重要性が高まっている。
・未来のIT人材創出促進事業（IT広報イベント等）に関連した課題として、情報通信関連企業は順調に県内に立地し雇
用を創出しているが、立地企業からは求人に対して応募者が集まらないことや就職してもすぐに離職するなど、雇用の
ミスマッチに関する相談が数多く寄せられている。このような状況が継続すれば立地企業の撤退へと繋がることが懸念
されるため、人材確保の取組を強化する必要がある。
・UIターン技術者確保支援については、全国的にＩＴ技術者が不足していることに加え、他の都道府県でも移住促進やUI
ターンに関する取組が増えてきており、IT技術者の取り合いとなっている。
・デジタルコンテンツ産業人材基盤構築事業については、全国的にデジタルコンテンツ系人材の需要が高まっているた
め、素養のある人材を確保しにくい状況となっている。
・ソフトウェア検証産業育成事業については、全国的にIT人材が不足しているため、採用活動を行っても従事者を確保
しにくい状況となっている。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

2

3

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

（2）参考データ

○アジアIT研修センターの施設管理や、他
事業における国内外へのプロモーション等
を通して、同センターやOJT研修に関する
広報等を行った。平成29年３月末時点の
入居状況は、計画値の６社108人に対して
実績値は４社60人となっているものの、全
ての実務研修室が入居済みであり、アジ
ア各国（台湾、ベトナム、ミャンマー）から
の研修生を受け入れるなど、日本とアジア
を結ぶＩＴブリッジ（津梁）機能を果たしてい
る。（１）

○アジア各国（ベトナム、台湾、ミャン
マー、フィリピン）からIT技術者や幹部等計
27名を招へいし、県内IT関連企業におけ
る技術者のOJT研修（約３箇月）や、県内
IT関連施設の視察（約１週間）を行ったほ
か、県内IT関連企業の幹部等21名をアジ
ア各国（ベトナム、ミャンマー、フィリピン、
シンガポール）へ派遣し、投資環境の視察
や現地IT関係者との意見交換等を行うな
ど、人的ネットワークの構築を図った。（２）

○ブリッジ人材育成事業として、平成28年
12月から平成29年２月までの期間で、県
内IT企業から４名の技術者のミャンマーへ
のOJT派遣を支援したものの、派遣数の
計画値10名に対して、実績値が４名となっ
ており、「大幅遅れ」とした。一方で、アジア
資本による県内企業の設立や、県内企業
とアジア企業とのライセンス契約の締結な
ど、連携・協業事例が生まれており、アジ
アビジネス集積拠点（ニアショア拠点）形
成に向けた素地が着実に芽生えつつあ
る。（３）

13,629人

―

対応する
主な課題

立地（進出）企業による新規創
出雇用者数（累計）

↗

アジアIT人材交流促進事業
（商工労働部情報産業振興課）

順調

商工労働部

11,476 大幅遅れ

15,829人
（28年度）

　平成29年１月１日現在の情報通信関連企業の新規雇用者数は累計で15,829人となっており、前年に比べ
2,569人増加と順調に推移しており、平成28年度の目標を達成している。

―

○アジア人材育成

順調

1

現状値

沖縄ニアショア拠点化の促進
（アジア連携開発拠点の形成）
（商工労働部情報産業振興課）

アジアIT研修センター整備・運営
（商工労働部情報産業振興課）

2,200人/年
（23年度）

情報通信関連産業での新
規雇用者数（累計）

11,500人

実施計画掲載頁②アジアと日本のビジネスを結びつけるIT人材の育成

○沖縄が市場のグローバル化に対応し、国際的な情報通信ハブとして成長していくためには、国際人材
の確保・育成が重要となる。県内人材の育成に加えて、アジアをはじめとする海外IT人材の集積、県外・
海外の県系人ネットワークの活用、I・Uターン人材の確保等により、ブリッジ（架け橋）となるIT人材の確保・
育成を図る必要がある。

205頁

主な取組

施策

推進状況

―

活動概要

施策展開

成果指標名

沖縄県の現状

全国の現状基準値

関係部等

23,259

決算
見込額

26,627人
（27年度）

28,045人
（28年度）

「施策」総括表

平成28年度

多様な情報系人材の育成・確保3-(3)-ウ

H28目標値 改善幅

参考データ名 傾向 全国の現状

25,912人
（26年度）
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様式２（施策）

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

○アジア人材育成
・アジアIT研修センター整備・運営については、プレゼンテーションや研修生の交流の場としての利用が見込まれるラウ
ンジ利用が少ない結果となっており、一般利用者への周知不足や、ラウンジの提供方法が入居企業のニーズに合わな
かったものと考えられることから、その改善を図る必要がある。
・アジアIT人材交流促進事業については、IT技術者の研修は三箇月程度と長期にわたるので、生活環境の変化から体
調を崩したり、怪我をするケースが生じている。また、同じ企業が複数年活用するケースが出てきている。

○アジア人材育成
・アジアIT研修センター整備・運営については、ラウンジの利用促進を図るため、施設周辺地区の企業や公的施設にパ
ンフレットを配布するなど一般利用者向けの広報活動を行うとともに、引き続き入居企業に対するアンケート調査を実
施し、その結果を基に施設の効率的な運用に努める。
・アジアIT人材交流促進事業については、医療保険の加入の有無を確認し、研修中の面談等を実施するなどし、健康
管理への配慮を行うとともに、政治情勢等海外安全情報を収集しながら、アジアIT企業の開拓を行う。また、企業の
ニーズをヒアリング等で把握すると同時に、県内IT企業に対する事業の効果的な周知方法について検討を行う。
・沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠点の形成、アジアビジネス集積拠点整備）については、アジア有数
の国際情報通信拠点の形成に向け、アジア企業の受入れや県内企業との協業ビジネス等を支援するとともに、アジア
ビジネス集積拠点施設（アジアITビジネスセンター（仮称））の整備に向けた取組を進めていく。また、既存事業（アジア
IT人材交流促進事業）と連携することにより、アジア展開を目指す県内企業に対して、ネットワーク作りからビジネス展
開まで幅広く支援する体制を整えるとともに、ブリッジ人材の育成を支援する。

○アジア人材育成
・アジアIT人材交流促進事業については、アジアからIT技術者や幹部等を招へいする際、招へい元の国の政治状況や
国際情勢等に事業執行が左右されることがある。
・沖縄ニアショア拠点化の促進（アジア連携開発拠点の形成、アジアビジネス集積拠点整備）については、国内企業か
らアジアIT企業へのオフショア開発等の件数は年々増加しているものの、コミュニケーションの問題や、海外の人件費
高騰、円安等によるコスト増などの課題を抱えている状況にある。また、カントリーリスクに対する懸念などから、国内企
業がニアショア開発へと回帰する中で、アジア企業からも、日本企業からの受注拡大に向け本県への立地に関する具
体的な案件が増加しており、ニアショア開発拠点として沖縄の注目が高まっている。このようなニアショア開発のニーズ
が高まりつつある一方で、外国言語能力と開発プロジェクト管理能力の双方を兼ね備える人材や、国内外から企業を
呼び込むビジネス環境が求められている。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

（2）参考データ

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

3-(3)-ウ

　平成29年１月１日現在の情報通信関連企業の新規雇用者数は累計で15,829人となっており、前年に比べ
2,569人増加と順調に推移しており、平成28年度の目標を達成している。

○専門職大学院大学の設置
・本県が情報通信関連産業をリーディング産業として確固たるものとするには、高度な人材の確保やIT分野の技術を活
用した新産業の創出を図っていく必要がある。そのため、県内にその拠点となる機能（機関や施設）を整備し、次代の
沖縄を牽引するIT人材の輩出や、新たなIT技術を活用した産業の創出を目的とした人材輩出機関の設置が望まれて
いる。また、学校教育法の改正により、平成31年度から、ＩＴや観光などの成長分野において、専門職業人の養成を目
的とする新たな高等教育機関として「専門職大学」及び「専門職短期大学」の創設が予定されている。

○専門職大学院大学の設置
・「専門職大学」等が既存の大学や専門学校からの移行を想定していることから、県内大学や専門学校等の動向を注
視し、必要に応じて連携を図るとともに、引き続き、他機関における先進的な取組事例等の情報を収集するとともに、設
立手法、運営方法、人材育成等に関する各課題について関係者間の意見を調整していくなど、専門職大学院大学の設
置に向けた検討を行う。

「施策」総括表

H28目標値 改善幅

参考データ名 傾向 全国の現状

多様な情報系人材の育成・確保

実施計画掲載頁③高度で先端的な技術をもつIT人材の育成

○国際的・先進的なITビジネスの創出・誘致には、高度で実践的な技術を有するIT人材が不可欠である。

情報通信関連産業での新
規雇用者数（累計）

11,500人
2,200人/年
（23年度）

―
15,829人
（28年度）

施策展開

成果指標名

○専門職大学院大学の設置
・情報通信分野において実践型で高度なIT人材育成等の事業計画に対する調査・研究の支援などを目的として、専門
職大学院大学設立の検討を行ってきたが、設立する機関の設立手法・運営方法等について関係者間で意見の相違等
があるため、引き続き、設立に向けた調査、検討や関係者間での調整が必要である。

沖縄県の現状

全国の現状基準値

活動概要

沖縄ICT専門職大学院大学の設置検
討
（商工労働部情報産業振興課）

13,629人

○専門職大学院大学の設置

主な取組

商工労働部

決算
見込額

↗

○沖縄ICT専門職大学院大学の設置に向
けて、類似事例の調査や有識者との意見
交換を行ったものの、決定するには至らず
「大幅遅れ」となっている。（１）

1

現状値

大幅遅れ―

28,045人
（28年度）

―

推進状況

平成28年度

施策

対応する
主な課題

関係部等

立地（進出）企業による新規創
出雇用者数（累計）

25,912人
（26年度）

26,627人
（27年度）

205頁
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

2

3

4

施策

「施策」総括表
情報通信基盤の整備

クラウドデータセンター基盤の構築
（商工労働部情報産業振興課）

活動概要

3-(3)-エ

○島しょ県である沖縄は、海底光ケーブルを介して本土やアジアとの通信回線を確保していることから、
通信コストが割高となり、国際情報通信のハブ化や企業誘致の足かせとなっている。このため、大容量・
低価格の情報通信基盤の構築・拡充が課題となっている。

施策展開

48,118 やや遅れ

対応する
主な課題

戦略的通信コスト低減化支援事業
（商工労働部情報産業振興課）

関係部等

○平成27年4月から供用開始したクラウド
データセンターにおいて、需要の拡大が見
込まれることから、同センター内に特別高
圧受変電設備、非常用発電機設備、無停
電電源設備等の追加工事を、平成27年度
から引続き実施した。その一方、民間事業
者による新たなクラウドデータセンターの
整備が進んでいないことから、「やや遅れ」
とした。（３）

○沖縄クラウドネットワークを活用したビジ
ネスモデルを構築する民間企業１社に対
し、同ネットワークの回線利用料やシステ
ム構築費等の一部を支援した。補助件数
は、計画値５件に対し１件の実績となり、
前年度と比べ利用企業数が減少した。沖
縄国際情報通信ネットワークが供用開始
し、沖縄クラウドネットワークに対するニー
ズが変化したことから、10Gサービスの提
供数不足解消のため、平成29年１月に設
備増設業務を実施した。これにより、今後
はデータセンター事業者を中心に沖縄クラ
ウドネットワーク利用者も増加することが
見込まれる。（４）

商工労働部

平成28年度

アジア情報通信ハブ形成促進事業
（商工労働部情報産業振興課）

468,235

―

決算
見込額

推進状況

やや遅れ

○沖縄国際情報通信ネットワークの供用
開始に加え、沖縄クラウドネットワークやク
ラウドデータセンターと連携した沖縄型ク
ラウド環境を形成したことから、沖縄ＧＩＸ
利用企業数は平成23年度の２社から更に
２社増加した。また、民間企業による回線
利用推進のための協議会（アジア沖縄iDC
協議会）へ参加し、回線の利用促進を図っ
た。（１）

○一般の人材15名以上（又は高度な専門
知識を有する人材７名以上）の新規雇用
（県内に限る。）が見込める情報通信関連
企業を対象に、通信コストの一部を支援し
た。支援利用企業数でみると、計画値30
社に対し10社と進捗が遅れているものの、
回線容量については堅調に利用されてお
り、雇用の創出や関連投資の誘発等、一
定の経済波及効果が継続しているものと
見込まれる。（２）

実施計画掲載頁①国内外に向けた情報通信基盤の拡充 206頁

主な取組

沖縄クラウドネットワーク利用促進事
業
（商工労働部情報産業振興課）

順調

○クラウド基盤の構築

53,920

○通信基盤の充実化に向けた取組

やや遅れ
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様式２（施策）

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

（2）参考データ

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

H28目標値 改善幅

参考データ名 傾向 全国の現状

○通信基盤の充実化に向けた取り組み
・アジア情報通信ハブ形成促進事業については、東日本大震災以降、ディザスタリカバリ（DR：災害などによる被害から
の復旧措置）や事業継続計画（BCP）が注目を集めており、沖縄へのデータ集積を検討する企業が増え始めている。
・戦略的通信コスト低減化支援事業については、補助対象外のサービスであるインターネットVPN等の技術進歩、利用
料金の低廉化が進んだことから、利用企業のニーズが変化している。また、県内雇用環境の改善により、人材確保が
困難となっている。

○クラウド基盤の構築
・クラウドデータセンター基盤の構築については、ディザスタリカバリや事業継続計画の考え方が見直される中、地震や
津波などの来襲時に、首都圏等と同時被災リスクの低い沖縄へ立地を検討する企業が増えている。
・沖縄クラウドネットワーク利用促進事業については、台風等によるケーブル断線や、通信障害による利用者への影響
を最小限に止めるため、沖縄クラウドネットワークの経路上で電柱に共架されているケーブルを地中化し、堅牢なシス
テムに更新することが求められている。

―
25,912人
（26年度）

成果指標名

387社
（27年度）

基準値

―
２社

（23年度）

○通信基盤の充実化に向けた取り組み
・アジア情報通信ハブ形成促進事業については、利用企業数のさらなる増加を図るため、沖縄国際情報通信ネットワー
クや、沖縄GIX回線の認知度を高める必要がある。また、新たな沖縄国際情報通信ネットワークを活用したアジア向け
ビジネスモデルの構築に努める必要がある。
・戦略的通信コスト低減化支援事業については、県外事務所等における企業誘致活動や企業誘致セミナーにおけるプ
ロモーション等において事業内容の周知を図ったものの、利用企業の減少が続いている。また、雇用者数等の補助要
件が厳しいことから、利用検討企業等において本事業の利用を見送った可能性がある。

○クラウド基盤の構築
・クラウドデータセンター基盤の構築については、クラウド環境を含めた県の施策を周知することで、県内データセンター
の拡充や、国内外の民間データセンター事業者の誘致を促す必要がある。また、国際海底光ケーブルを敷設した香
港、シンガポールのIT関連企業に対して、県内クラウド環境の周知が不足している。
・沖縄クラウドネットワーク利用促進事業については、サービスの利用率（稼働率）向上のため、運営事業者の営業活
動と連携して、本ネットワークについて広報・周知する必要がある。

沖縄県の現状

全国の現状

２社

↗

1

現状値

沖縄GIX利用企業数
４社

（28年度）

346社
（26年度）

427社
（28年度）

↗

28,045人
（28年度）

26,627人
（27年度）

　ＧＩＸ利用企業は、平成28年度の目標値にわずかに届いていないが、沖縄クラウドネットワーク及びクラウド
データセンターに加え、沖縄国際情報通信ネットワークが供用開始されたことから、今後これらの基盤との相
乗効果で堅調に推移するものと見込んでいる。

５社

 13社
（27年度）

10社
（28年度）

―

↘ ―

立地（進出）企業による新規創
出雇用者数（累計）

情報通信関連企業の立地（進
出）数

通信コスト低減化支援の利用
企業数

17社
（26年度）

- 363 -



様式２（施策）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

○通信基盤の充実化に向けた取り組み
・アジア情報通信ハブ形成促進事業については、企業誘致セミナーやホームページを活用し、県が実施する施策を一
体的に広報、周知することで、知名度の高い企業等の積極的な誘致展開を図る。また、沖縄国際情報通信ネットワーク
等の通信基盤を活用したアジア向けビジネスモデルの構築を促進させるため、アジアや国内市場への展開を図る国内
外企業の受け皿となる「アジアITビジネスセンター（仮称）」を整備することで、沖縄への立地を検討する企業等を支援
することで、沖縄へ企業を集積し、国際情報通信ハブ形成を加速していく。加えて、沖縄国際情報通信ネットワーク、ク
ラウドデータセンター、沖縄クラウドネットワークを連携させ、更なる県内のクラウド環境の機能を向上させる利用企業
の誘引を図る。
・戦略的通信コスト低減化支援事業については、県外事務所等における企業誘致活動や、企業誘致セミナー等のプロ
モーション活動に加え、県内立地から経過年数の浅い企業を中心に当該事業の利用条件の見直し（緩和）を行ったこと
を広く周知していく。

○クラウド基盤の構築
・クラウドデータセンター基盤の構築については、県内クラウド環境の機能向上、安全性の確保等の整備拡充を図ると
ともに、ホームページやセミナー等を通して国内外のＩＴ企業に周知することで、県内への立地を促進させる。また、県内
データセンター事業者や通信事業者で構成するアジア沖縄iＤＣ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｄａｔa　Ｃｅｎｔｅｒ）協議会と連携し、県内クラ
ウド環境の活用や、首都圏企業及びアジア市場の取り込みに向けた展開を支援することで、国内外情報通信企業の集
積を促進させる。
・沖縄クラウドネットワーク利用促進事業については、利用企業の更なる集約を図るため、本ネットワークの設備増設や
県内クラウド環境の連携サービスについて、県外事務所等における企業誘致活動や、企業誘致セミナー等のプロモー
ション活動で広く周知していく。また、沖縄クラウドネットワーク利用者への影響を考慮し、道路改修工事や橋梁工事等
の時期に合わせ、地上に敷設しているケーブルの地下埋設化を引き続き進める。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

2

3

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

（2）参考データ

基準値

14,255

企業集積施設の整備促進
（商工労働部情報産業振興課）

成果指標名

3-(3)-エ

平成28年度

施策展開

対応する
主な課題

０棟
（22年度）

沖縄IT津梁パーク運営事業
（商工労働部情報産業振興課）

活動概要

全国の現状

３棟

関係部等

情報通信基盤の整備

「施策」総括表

施策 207頁実施計画掲載頁②情報通信産業集積拠点の整備

427社
（28年度）

―
沖縄IT津梁パーク企業集
積施設数

○沖縄IT津梁パークを中心に、情報通信企業が集積できる拠点用地は確保しているものの、思うようなIT
企業の集積、特に、民間資金を活用した企業施設の集積には至っていない。受け入れ施設の整備を含
め、立地環境（利便施設等）の拡充が課題となっている。

推進状況

346社
（26年度）

全国の現状

３棟
（28年度）

５棟

やや遅れ

137,228

商工労働部

○沖縄IT津梁パーク集積促進・機能強化

主な取組

順調

アジアビジネス集積拠点整備事業
（商工労働部情報産業振興課）

204,609

H28目標値 改善幅

参考データ名 傾向

↗

沖縄県の現状

情報通信関連企業の立地（進
出）数

―

○指定管理者制度等を活用して沖縄IT津
梁パークの管理運営を行ったほか、ＩＴ関
連企業や利便施設の誘致活動を行った。
平成28年度末時点の入居企業数は、計画
値の23社に対して実績値が31社となって
おり、また、施設への入居状況はほぼ満
室である。（１）

○企業誘致活動や企業誘致セミナー等の
プロモーションを通して、企業集積施設整
備の事業スキームを広く周知した結果、平
成28年12月には４号棟の入居企業を内定
し、事業に着手した。加えて、企業集積施
設５号棟についても、現在、入居を検討し
ている企業と調整を進めているところであ
る。（２）

○ニアショア拠点形成（アジア連携開発拠
点の形成、アジアビジネス集積拠点整備）
に向けた取組として、アジアＩＴビジネスセ
ンター（仮称）を整備することとし、基本設
計を行った。（３）

現状値

　平成28年度における企業集積施設数は３棟であり、目標値達成には至っていないものの、平成28年度に４
棟目の整備に着手したほか、平成29年度に５棟目の整備に向け、入居希望企業と調整を行っているところで
あり、今後も企業誘致を積極的に進め、企業集積施設の整備を図っていく。

387社
（27年度）

1

やや遅れ

決算
見込額
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Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

○沖縄IT津梁パーク集積促進・機能強化
・沖縄ＩＴ津梁パーク運営事業については、周辺地域で行った利便施設に係る調査結果を踏まえ、同パークへの立地が
期待できる託児所や宿泊施設等の事業者に対して、誘致活動を行う。
・企業集積施設の整備促進については、沖縄IT津梁パーク内の入居企業との連絡会等を活用し、従業員等のニーズを
把握するとともに、ニーズの高い利便施設の立地促進等の方策を検討する。景気動向を注視しながら情報発信や新規
企業の誘致活動、既存企業のアフターフォロー等を行う。
・アジアビジネス集積拠点整備（沖縄ニアショア拠点化の促進、アジア連携開発拠点の形成）については、アジアＩＴビジ
ネスセンター（仮称）の整備に向け、実施設計を完了し、早期に工事着手出来るよう関係機関との調整に努める。

○沖縄IT津梁パーク集積促進・機能強化
・沖縄IT津梁パーク運営事業については、沖縄ＩＴ津梁パーク内には託児所や宿泊施設等の利便施設が不足している
ため、就業者の子育て支援や、研修生等の宿泊先の確保が難しい等、入居企業から就業環境の充実が求められてい
る。
・企業集積施設の整備促進については、沖縄IT津梁パーク内の入居企業の従業員等から更なる利便施設の充実が求
められている。

○沖縄IT津梁パーク集積促進・機能強化
・企業集積施設の整備促進に関して、企業集積施設の整備促進を図る上で、企業の誘致については景気に大きく左右
される側面がある。
・アジアビジネス集積拠点整備（沖縄ニアショア拠点化の促進、アジア連携開発拠点の形成）については、カントリーリ
スクに対する懸念などから、国内企業がニアショア開発へと回帰する中で、沖縄国際情報通信ネットワークの供用開始
を受け、アジア企業からも、日本企業からの受注拡大に向け本県への立地に関する具体的な案件が増加しており、ニ
アショア開発拠点として沖縄の注目が高まっている。
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様式２（施策）

Ⅰ　主な取組の推進状況　（Ｐｌａｎ・Ｄｏ） （単位：千円）

1

Ⅱ　成果指標の達成状況　（Ｄｏ）

（１）成果指標

状
況
説
明

（2）参考データ

Ⅲ　内部要因の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅳ　外部環境の分析　（Ｃｈｅｃｋ）

Ⅴ　施策の推進戦略案　（Ａｃｔｉｏｎ）

―― ― ― ――

順調

推進状況

207頁

主な取組

情報通信基盤の整備
（企画部総合情報政策課）

実施計画掲載頁③情報通信基盤の高度化

決算
見込額

3,565,208

80.5％
（28年）

76.0％
（26年）

↗
79.2％
（27年）

成果指標名

施策展開

施策

対応する
主な課題

関係部等 企画部

3-(3)-エ

○離島地域等の条件不利地域においては、地理的条件や採算性の問題から、民間通信事業者による情
報通信基盤の整備が進まず、都市部との情報格差が恒常化することが懸念されている。

○本島から久米島地域及び先島地域（10
市町村）への海底光ケーブル敷設を行う
中継伝送路整備工事を実施し、計画通り
供用を開始した。また、陸上部における各
家庭への光ファイバ網の整備について、
当初計画していた与那国町及び国頭村に
加え、次年度計画の座間味村、竹富町、
伊平屋村、伊是名村の整備を追加して着
手し、事業を前倒しで進めた。また小規模
離島等の環境調査を実施した。（１）

活動概要

○情報通信基盤の整備

○情報通信基盤の確保
・陸上部における各家庭への光ファイバ網の整備については、平成32年度までに15市町村の整備を目指し、補助事業
の進捗管理を徹底する必要がある。
・情報通信基盤整備については様々な事業への波及効果が見込まれるため、庁内及び市町村との連携を進める必要
がある。

沖縄県の現状

全国の現状

超高速ブロードバンドサービス
基盤整備率（離島）

基準値 現状値

「施策」総括表

平成28年度

情報通信基盤の整備

○情報通信基盤の確保
・引き続き、離島及び過疎地域における各家庭への光ファイバ網の整備に取り組む。関係市町村や通信事業者と連携
し、住民説明会等で住民への周知を行い、計画的かつ段階的な整備を進める。

H28目標値 改善幅

参考データ名 傾向 沖縄県の現状

○情報通信基盤の確保
・平成28年度に久米島地区及び先島地区の海底光ケーブル整備工事が完了したことから、陸上部における各家庭へ
の光ファイバ網整備に取り組む必要がある。

95.8％
（28年）

1

―
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